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2592万トンであった44。
ソーダ各社の生産量は，公式の統計資料が限ら

れているために所有制構造を外部から把握するこ
とは容易ではない。ここでは唐山三友碱業（集団）
有限公司の債券格付報告書に掲載された上位 6 社
の生産能力データを使用して支配状況を確認する
ことにしよう。

ソーダ産業は，中小メーカーが各地で乱立する
中国の化学産業のなかでは比較的生産が集中して
おり，大手 6 社が生産能力の41％を占めている。
その所有制構造を見てみると，大手 6 社のうち 4
社が国有企業であり，大手に占める生産能力の
シェアは76％であった。国有大手 4 社の生産能力
の全国シェアは31％となっている。業界大手を国
有企業がやや強くコントロールする所有制構造で
あると言ってよい。

2015年の各社の生産量を見てみると，最大の企

44　『中国統計年鑑』2016年版。

業は唐山三友化工股份有限公司であり，生産能力
のシェアで11.4％，生産量のシェアで13.4％を占
めていた（表25，図24）。同社は化学工業部と河
北省，唐山市が共同で設立した河北唐山碱廠を
ルーツとする唐山三友集団有限公司の孫会社であ
る。実質的には河北省が管理を主導している模様
であるが，2000年に行われた債務と株式の交換に
よって唐山三友集団有限公司の筆頭株主が財政部
系のファンドになったため，出資比率から言えば

表25　苛性ソーダ

生産能力 生産量 最終
所有者 所有関係

（万トン） （%） （万トン） （%）

唐山三友化工股份有限公司 340.0 11.4% 347.81 13.4% 財政部

財政部－（中国東方資産管理公司など系列
ファンド4社で間接54.83%）→唐山三友集団有
限公司－（100%）→唐山三友碱業（集団）有限
公司－（39.98%）→同社
※�唐山三友集団有限公司から同社に9.04%出資

山東海化股份有限公司純碱廠 300.0 10.0% 259.8 10.0% 国務院国資委

国務院国資委－（100%）→中国海洋石油総公
司－（100%）→中海石油煉化有限責任公司－

（66.7%）→山東海化集団有限公司－
（40.3365%）→同社

湖北双環科技股份有限公司 180.0 6.0% 180.64 7.0% 宜昌市国資委
宜昌市国資委－（51%）→湖北宜化集団有限責
任公司－（82%）→湖北双環化工集団有限公司
－（25.11%）→同社

河南金山化工有限責任公司 170.0 5.7% n.a. n.a. 民営

山東海天生物化工有限公司 120.0 4.0% 124.1 4.8% 民営

丁茂良－（51%）→淄博東昇玻璃繊維有限公司
－（59.55%）→金晶（集団）有限公司－（92%）→
山東金晶節能玻璃有限公司－（31.37%）→山東
金晶科技股份有限公司－（100%）→同社

中国石化集団南京化学工業有限
公司連運港碱廠 120.0 4.0% n.a. n.a. 国務院国資委 国務院国資委－（100%）→中国石油化工集団公司

－（100％）→同社
その他 1,760.0 58.9%
中国計 2,990.0 100.0% 2,591.8 100.0%
　大手企業計 1,230.0 41.1% n.a. n.a.
　　うち，国有企業 940.0 31.4% n.a. n.a.
大手に占める国有企業のシェア 76.4%

出所�）生産能力は聯合信用評級有限公司「唐山三友碱業（集団）有限公司2016年公司債券信用評級分析報告」2016年 6 月 3 日，生産
量の中国計は『中国統計年鑑』2016年版，各社生産量および所有関係は各社資料，企業信用情報より作成

図24　苛性ソーダ生産能力に占める大手各社のシェア（2015年）
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中央政府系の国有企業ということになる。これに
次ぐのが山東海化股份有限公司純碱廠であり，そ
のシェアは生産能力，生産量ともに10％であった。
同社は中国海洋石油総公司の傘下企業であり，し
たがって所管は国務院国資委である。第 3 位は生
産能力シェア 6 ％の湖北双環科技股份有限公司で
あった45。同社は1980年に操業を開始した武漢の
ソーダ工場を基幹工場とする企業であり，湖北省
の宜昌市国資委の所管となっている。

以下，第 4 位が民営企業の河南金山化工有限責
任公司であり，第 5 位が同じく民営企業の山東海
天生物化工有限公司である。前者は民間資本が国
有企業を買収して発展させたソーダ企業であり，
後者は民営のガラスメーカーの山東金晶科技が設
45　同社は2010年版が依拠した資料には「湖北宜化集団
有限責任公司」の企業名で登場していた。

立したソーダ企業である。第 6 位の連雲港碱廠は
中国石油化工集団公司の傘下企業である南京化学
工業有限公司のソーダ工場である。したがって，
国務院国資委の所管である。湖北双環科技股份有
限公司を除く国有の 3 社は，1989年に外国製プラ
ントを導入して建設された三工場から発展した企

表26　アンモニウム

生産量 最終
所有者 所有関係

（万トン） （%）
湖北宜化集団有限責任公司 456.35 7.9% 宜昌市国資委 宜昌市国資委－（51%）→同社

河南晋開化工投資控股集団有限責任
公司 200.85 3.5% 山西省国資委

山西省国資委－（62.57%）→山西晋城無煙煤礦業集団有限
責任公司－（85.35%）→同社
※山西晋城無煙煤礦業集団有限責任公司に国開金融有限
責任公司20.36%，中国信達資産管理股份有限公司17.07%

中国石油天然気股份有限公司 197.82 3.4% 国務院国資委 国務院国資委－（100%）→中国石油天然気集団公司－
（86.507%）→同社

晋煤金石化工投資集団有限公司 183.21 3.2% 山西省国資委

山西省国資委－（62.57%）→山西晋城無煙煤礦業集団有限
責任公司－（76.89%）→同社
※山西晋城無煙煤礦業集団有限責任公司に国開金融有限
責任公司20.36%，中国信達資産管理股份有限公司17.07%

雲天化集団有限責任公司 182.87 3.2% 雲南省国資委 雲南省国資委－（88.9%）→同社
河南心連心化肥有限公司 150.58 2.6% 民営 経営者，従業員，一般投資家（シンガポール上場）

中海石油化学股份有限公司 130.24 2.2% 国務院国資委 国務院国資委－（100%）→中国海洋石油総公司－（59.41%）
→同社

山東華魯恒昇集団有限公司 126.45 2.2% 山東省国資委 山東省国資委－（100%）→華魯控股集団有限公司－（100%）
→同社

山西天沢煤化工集団股份公司 123.97 2.1% 民営 晋城市国資委，従業員持株会の出資あり

四川化工控股（集団）有限責任公司 121.62 2.1% 四川省国資委
四川省国資委－（100%）→四川発展（控股）有限責任公司－

（67.8%）→四川省能源投資集団有限責任公司－（100%）→同
社

その他 3,917.44 67.6%
中国計 5,791.40 100.0%
　大手企業計 1,873.96 32.4%
　　うち，国有企業 1,599.41 27.6%
大手に占める国有企業のシェア 85.3%

出所�）生産量の中国計は『中国統計年鑑』2016年版，各社生産量は張衛峰等編著（2017），所有関係は各社資料，企業信用情報より
作成

図25　アンモニウム生産量に占める大手各社のシェア（2015年）
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業である。

⑵　アンモニウム
中国のアンモニウム生産量は，2010年から2015

年までの 5 年間に1.17倍に増大した。2015年の生
産量は5791万トンであった46。

中国のアンモニウム産業は数多くの企業が乱立
する状況にあり，2015年の上位10社の産業集中度
は32％であった。ただし，大手10社のうち 8 社が
国有企業であり，大手10社に占める生産量のシェ
アも85％になっている。

2015年の各社のアンモニウム生産量を見てみる
と，最大の企業は湖北省の宜昌市国資委が所管す
る地方政府系の湖北宜化集団有限責任公司であっ
た（表26，図25）。ソーダ生産において中国第 3
位であった企業である。もともと中国最大の企業
であったが，2015年までの 5 年間に生産量を87.6
万トンから456.35万トンへと5.2倍に拡大させ，シェ
アも1.8％から7.9％へと急増させている。2000年
代後半から各地（内蒙古，湖南，貴州，新疆）で
操業を開始したアンモニウム・尿素企業の生産拡
張によるものである。第 2 位は山西省国資委が所
管する河南晋開化工投資控股集団有限公司（シェ
ア3.5％）であった。同社は河南省の開封市が，
省外（山西省）の地方政府系大手石炭企業である
山西晋城無煙煤礦業集団有限責任公司と共同で
2004年に立ち上げた国有企業であり，設立後も山
西晋城無煙煤礦業集団有限責任公司が断続的に資
金を投入して生産規模を拡張していた。 5 年間に
生産量は71万トンから201万トンへと拡大してい
る。第 3 位は国務院国資委が所管する中央政府系
の中国石油天然気股份有限公司（シェア3.4％）
となっている。

Ⅳ．その他統制産業の支配状況

最後に，①鉄道，②郵便，③金融の各部門にお
ける国有企業の支配状況を見てみよう。これら三

46　『中国統計年鑑』2016年版。

部門は国資委とは異なる官庁が管轄していること
から，国務院国資委主任のインタビューでは言明
されなかったが，その重要性から新華社通信記事
が特記し，当然に「瞰制高地」に含まれるべきも
のと捉えられている部門である。

1 ．鉄道
まず，鉄道輸送について見てみよう。
鉄道輸送は，2010年から2015年までの 5 年間に，

旅客輸送量においては1.37倍に拡大し，貨物輸送
量においては逆に0.86倍に縮小した。2015年の輸
送量は，旅客が 1 兆1961億人キロメートル，貨物
が 2 兆3754億トンキロメートルであった47。貨物
輸送量の減少はトラック輸送の発達によるものと
推察される48。

鉄道の所有制構造は至ってシンプルである。国
有企業のほぼ独占状態にある。財政部が所管する
中国鉄路総公司が鉄道輸送の大半を占めている。
旅客輸送量においては99.5％が，貨物輸送量にお
いては90.9％が「国家鉄道」（政府出資支配の合
資鉄道を含む概念）によるものであった（表27，
図26，表28，図27）。中国鉄路総公司は，2013 年
3  月14 日に中央官庁の鉄道部の行政部門と現業
部門を分離して設立された「全民所有制工業企業
法」上の国有企業である49。中国には，ほかに，
地方政府に所属する鉄道や，中国鉄路総公司が一
部出資する合資鉄道が存在するが，その規模は極
めて小さい。

2 ．郵便
一方，郵便は，その業務内容により，国家によ

る独占事業と非独占事業の二種類に大きく分けら
れる。

信書は国家の独占経営である（表29，図28）。
2007年に国家郵政局から事業資産を分離して設立

47　『中国交通年鑑』2016年版。
48　道路輸送量は同期間に 4 兆3390億トンキロメートル
から 5 兆7956億トンキロメートルに増大している。

49　2019年に「公司法」上の中国国家鉄路集団有限公司
に改組されている。
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表27　鉄道（旅客輸送量，億人キロメートル）

年 国家鉄道 合資鉄道
（非支配） 地方鉄道 計

1999年 4,046 85 4 4,136

2010年 8,726 30 6 8,762

2015年 11,905 11,961

2015年シェア 99.5%   100.0%

出所）『中国交通年鑑』2011年版，2016年版より作成

表28　鉄道（貨物輸送量，億トンキロメートル）

年 国家鉄道 合資鉄道
（非支配） 地方鉄道 計

1999年 12,650 223 38 12,910

2010年 25,937 1,591 116 27,644

2015年 21,598 23,754

2015年シェア 90.9%   100.0%

出所）『中国交通年鑑』2011年版，2016年版より作成

図26　鉄道旅客輸送量に占める「国家鉄道」のシェア（2015年）

「国家鉄道」
99.5%

その他
0.5%

図28　信書取扱量に占める大手各社のシェア（2015年）

中国郵政集団公司
100.0%

図27　鉄道貨物輸送量に占める「国家鉄道」のシェア（2015年）

「国家鉄道」
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表29　郵便（信書）

信書取扱量
最終所有者

（億件） （%）

中国郵政集団公司 45.8 100.0% 財政部

その他 0.0 0.0%

中国計 45.8 100.0%

 大手企業計 45.8 100.0%

　うち，国有企業 45.8 100.0%

大手に占める国有企業のシェア 100.0%

出所�）国家郵政局「2015年郵政行業発展統計公報」，中国郵政
集団公司「中国郵政集団公司2015年報」より作成

表30　郵便（速達宅配）

速達宅配取扱量
最終所有者

（億件） （%）

圓通 30.3 14.7% 民営

中通 29.5 14.3% 民営

申通 25.7 12.4% 民営

韵達 21.3 10.3% 民営

中国郵政集団公司 21.0 10.2% 財政部

順豊 19.7 9.5% 民営

その他 59.2 28.6%

中国計（一定規模以上） 206.7 100.0%

 大手企業計 147.5 71.4%

 　うち，国有企業 21.0 10.2%

大手に占める国有企業のシェア 14.2%

注�）中国郵政集団公司の2015年の速達宅配取扱量は「中国郵政
集団公司2015年報」記載値が21億件，「2015年郵政行業発展
統計公報」記載値が「国有」で20.4億件。

出所�）国家郵政局「2015年郵政行業発展統計公報」，中国郵政
集団公司「中国郵政集団公司2015年報」より作成

図29　速達宅配取扱量に占める大手各社のシェア（2015年）
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された中国郵政集団公司がその業務を独占してい
る。これは「郵政法」の規定によるものである。
所有権の所管は財政部である。2015年の信書取扱
量は45.8億件で，国有企業のシェアは100％であ
るが，情報化の影響を受けて2010年の74億件から
は大きく減少した50。

一方，速達宅配事業は信書とは様相を異にする
（表30，図29）。2010年から2015年までの 5 年間に
取扱量が36.7億件から206.7億件に急増しており51，
中国郵政集団公司もこれを取り扱っているが，全
国シェアは10パーセントにすぎない。大手 6 社の
うち， 5 社は民営企業であり，大手 6 社に占める
国有企業のシェアは14％であった。速達宅配は民
営企業が事業の主役であると言ってよい。

3 ．金融
最後に，金融について分析しよう。ここでは，

銀行と保険を取り上げる。

⑴　銀行
銀行は，「経済の血液」とも言うべき資金の循

環を担う部門であり，「瞰制高地」のなかでも特
に重要性の高い部門であるといってよい。

銀行部門は2010年から2015年の 5 年間に資産を
2.1倍に増大させた。2015年の資産は199兆3454億

50　国家郵政局「2015年郵政行業発展統計公報」。
51　同上。

元であり，資本は15兆2053億元であった52。中国
の銀行資産は2003年から2010年の 7 年間に3.4倍
に増大していたから，2003年を起点とすれば，
2015年までの12年間に7.2倍に拡大したことになる。

中国の銀行は，設立の経緯や機能によって幾つ
かのカテゴリーに区分されている。銀行業の中核
を占めるのは「大型商業銀行」に区分される全国
営業の巨大国有銀行であり，改革開放に際して中
国人民銀行から商業融資の機能を分離して新設さ
れた 4 行と，株式会社形態の国有銀行として1980
年代に実験的に設立された 1 行から構成されてい
る。すなわち，中国人民銀行から設備投資資金の
融資業務を継承した中国建設銀行（設立時の名称
は中国人民建設銀行）と外国為替業務を継承した
中国銀行，農村金融業務を継承した中国農業銀行，
短期資金融資業務を継承した中国工商銀行，そし
て株式会社形態の実験が行われた交通銀行であ
る。これらの「大型商業銀行」が銀行資産の
39.2％を占めている（表31）。これら 5 行と競合
しつつも，その業務を補完しているのが「株式制
商業銀行」と呼ばれる全国営業の12行（招商銀行・
深圳発展銀行・広東発展銀行・福建興業銀行など。
中国初の民営銀行である中国民生銀行を含む）で
あり，銀行資産の18.6％を占めている。市場化の
進展に合わせて，主に各国有企業や財政部，地方
政府などによって新設された。さらに，地域金融

52　『中国金融年鑑』2016年版。

表31　銀行業・金融機構の総資産の推移（2003-2015年，億元）

2003年 2005年 2010年 2015年
シェア

2010年 2015年

政策銀行・国家開発銀行 21,247 29,283 76,521 192,847 8.0% 9.7%

郵政貯蓄銀行・新型農村金融機関 8,984 13,787 35,101 83,024 3.7% 4.2%

大型商業銀行 160,512 210,050 468,943 781,630 49.2% 39.2%

株式制商業銀行 29,599 44,655 149,037 369,880 15.6% 18.6%

都市商業銀行，農村商業銀行，農村合作銀行 15,007 26,146 121,198 386,769 12.7% 19.4%

都市信用社・農村信用社 27,978 33,459 63,933 86,541 6.7% 4.3%

ノンバンク 9,100 10,162 20,896 64,883 2.2% 3.3%

外資銀行 4,160 7,155 17,423 26,808 1.8% 1.3%

計 276,584 374,697 953,053 1,993,454 100.0% 100.0%

出所）『中国金融年鑑』各年版より作成
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や農村金融を担う都市および農村の信用社や，そ
れらから昇格した都市および農村の商業銀行およ
び合作銀行が存在し，銀行資産の23.7％を占めて
いる。このほか，政策銀行や郵政貯蓄銀行などが
存在している。

中国の銀行部門は，2000年代には「大型商業銀
行」が銀行資産の半分から 6 割弱を占めていた。

「大型商業銀行」は2010年から2015年にかけて資
産を1.67倍に拡大させたが，地域金融や農村金融
の整備によって都市や農村の商業銀行が急激に資
産を拡大させたこともあって，シェアを10ポイン
トほど低下させている。

もっとも，銀行業内部のシェアがどのように変
化したにせよ，中国の体制の性格から考えて，銀
行業の主体が国有企業や集体所有制企業であるこ
とについては論を俟たない。ただ，所有制別の統
計が存在せず，有価証券報告書においても実質的
な支配株主を明示しない銀行が少なくないことも
あって，これをデータで検証するのは容易ではな
い。試みに上位20行の所有関係を調査してみると，
12行が政府の過半数所有であり，これを含めた17
行が30％を上回る出資比率であった。それらが大
手20行の資産に占めるシェアはそれぞれ80％と
94％であり，中国の銀行資産全体に占めるシェア
は58％と68％であった。これに信用社や信用社か
ら昇格した商業銀行を加えれば，中国の銀行資産
全体に占める公有銀行のシェアは 9 割に達するで
あろう。

2015年の各行の資産を見てみると，最大の銀行
は中国工商銀行であった（表32，図30）。そのシェ
アは11.1％である。以下，第 2 位から第 4 位を中
国人民銀行から分離した「大型商業銀行」の各行
が占め，そのシェアは7.4％～9.2％となっている。
最小の中国銀行でもわが国最大の三菱UFJフィナ
ンシャル・グループにほぼ匹敵する規模であった

（総資産が0.91倍，資本は1.44倍）。これら四行に
よって中国の銀行資産の36.7％が占められてい
た。何れも財政部や，SWFの中国投資有限公司
系である中央匯金投資有限責任公司が株式を絶対
支配（50%＋ 1 株以上）する国有銀行である。こ

れら四行とともに「大型商業銀行」の一角を占め
る交通銀行がシェア3.6％で第 7 位であった。同
行は財政部（26.53％）と全国社会保障基金理事
会（13.88％）が主要株主になっている。

上位20行は，「大型商業銀行」と政策銀行を除
けば「株式制商業銀行」が多数を占める。大手の
民営企業が出資して設立した中国民生銀行と中国
平安保険の傘下に入った平安銀行は民営色が強い
が，大半が国有企業を大株主とする国有銀行であ
る。例えば，シェア2.7％を占めてカテゴリー中
最大の招商銀行は海運・港湾系の国有コングロマ
リットの招商局集団有限公司と海運大手の中国遠
洋運輸（集団）総公司を大株主としている。

また，上位20行には都市商業銀行が 2 行含まれ
ているが，それぞれ地域の数十社の都市信用合作
社を統合しながら発展した銀行である。北京銀行
は北京市国資委を筆頭株主（出資比率13.92％）
とし，その他の国有株主の出資を得ると同時に（上
位10株主に占める国有株主の出資比率は18.48％），
ING BANKを戦略的投資家として引き入れてい
る（出資比率13.64％）。上海銀行は上海市系ファ
ンドの上海聯和投資有限公司を筆頭株主とし（出
資比率15.08％），その他の国有株主の出資を得る
と同時に（上位10株主に占める国有株主の出資比
率は36.75％），BancoSantander,S.A.を戦略的投資
家として引き入れている（出資比率7.2％）。

⑵　保険
最後に保険業について確認しよう。
中国の保険会社の元受正味保険料は2010年から

図30　銀行資産に占める大手各行のシェア（2015年）
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2015年までの 5 年間に1.67倍に増加した。2015年
の元受正味保険料は 2 兆4282億5195万元であっ
た53。また，再保険収入を加味した2015年の正味
収入保険料は 2 兆5422億元であった。

保険業も銀行業と同様，所有制別の部門統計が
存在せず，所有制構造をデータで検証することは
容易ではない。試みに上位 7 社の所有関係を調査
してみると， 5 社が国有企業であり， 1 社が国有
企業やSWFと外資の合弁企業，もう 1 社が「民営」
企業と外資との合弁であった。正味収入保険料で
みた国有大手 5 社の全国シェアは45％であり，大
手 7 社に占めるシェアは71％であった。国有企業
が優位の部門であるが，絶対的な支配が確立され
53　中国銀行保険監督管理委員会「2010年1-12月保険業
経営情況表」，「2015年保険業経営情況表」

ている訳ではない。中国において保険は依然とし
て歴史の浅い部門であり，外資との合弁が重視さ
れていることから考えると，ノウハウの蓄積段階
にあると推察される。

2015年の大手各社の正味収入保険料を見てみる

表33　保険会社

正味収入保険料 総資産
（億元）

資本
（億元） 最終所有者 所有関係

（億元） （%）
中国人寿保険（集団）公司 4,571 18.0% 30,280 2,351 財政部 財政部－（100%）→同社

中国平安保険（集団）股份有限公司 3,860 15.2% 47,652 4,136
外資

深圳市国資委
財政部

CPグループ9.59％（間接）
深圳市国資委系の国有企業2社で6.68%
財政部系の中央匯金資産管理有限責任
公司2.65％

中国人民財産保険股份有限公司 2,817 11.1% 4,204 1,079 財政部
①財政部－（100％）→中国人民保険集
団股份有限公司－（69％）→同社
②AIG5.74％

中国太平洋保険（集団）股份有限公司 2,033 8.0% 9,238 1,357
上海市国資委
国務院国資委

財政部

国務院国資委系の宝鋼集団有限公司
14.93%（直接・間接）
上海市国資委系の申能（集団）有限公司
13.52%
財政部系の上海海煙投資管理有限公司
5.17%
上海市国資委系の上海国有資産経営管
理有限公司5.04%（直接・間接）
他の国有法人４社が計8.08％

中国太平保険集団有限責任公司 1,111 4.4% 4,121 581 財政部 財政部－（100%）→同社

泰康人寿保険股份有限公司 835 3.3% 5,699 376 民営
外資

中国嘉徳国際拍売有限公司23.77%
（2016年第1四半期）
ゴールドマンサックス12.56%（2016年
第1四半期）

中国再保険（集団）股份有限公司 804 3.2% 3,290 710 財政部
財政部系の中央匯金投資有限責任公司
71.56％
財政部12.72％

その他 9,390 36.9% 19,114 5,500
中国計 25,422 100.0% 123,598 16,090
大手企業計 16,031 63.1% 104,483 10,590
　うち，国有企業 11,336 44.6% 51,133 6,078
大手に占める国有企業のシェア 70.7%

出所）『中国金融年鑑』2016年版，各社資料，企業信用情報より作成

図31　正味収入保険料に占める大手各社のシェア（2015年）

中国人寿保険18.0%

中国平安保険
15.2%

中国人民財産保険11.1%

中国太平洋保険8.0%中国太平保険4.4%泰康人寿保険3.3%

中国再保険3.2%

その他
36.9%
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と，中国最大の保険会社は財政部が所管する中央
政府系の中国人寿保険（集団）公司であった（表
33，図31）。18％のシェアを占めている。これに
次ぐのが中国平安保険（集団）股份有限公司であ
り，同じく15.2％を占めていた。同社は中央政府
と地方政府，外資が共同出資する保険会社であり，
その所有比率は深圳市国資委系の 2 社が6.68％，
財政部系のファンドが2.65％，外資のCPグループ
が間接出資の合計で9.59％であった。このほか，
国有企業の中国証券金融股份有限公司が2.07％を
所有している。同社は保険業を中核とする「ユニ
バーサルバンク」であり，傘下に生命保険，損害
保険，銀行（平安銀行），信託，証券，養老保険
などの子会社を擁している。第 3 位は財政部が間
接で69％を出資する中国人民財産保険股份有限公
司であり，11.1％のシェアを占めていた。以下，
第 4 位から第 7 位までには，財政部系の保険会社
2 社と中央政府と地方政府が共同出資する保険会
社 1 社がランクインしていた。さらに 1 社，シェ
ア3.3％ながら，民営のオークション会社と外資
のゴールドマンサックスが共同出資する保険会社
もランクインしている。

Ⅴ．総括

以上が，「国家資本主義」とも称される「社会
主義市場経済体制」下の中国において，国有企業
を主体とする公有企業が国民経済の支配拠点に位
置づけられた重要産業をどのように支配している
のかについて，2015年を調査年として分析した結
果であった。最後に本号の分析結果を総括し，あ
わせて前号から本号にかけての支配状況の変化を
確認しておくことにしよう。

1 ．2015年の支配状況の総括
2015年の重要産業における公有企業の支配状況

は次の通りであった（図32）。

⑴　「国家統制産業」
石油・石油化学や通信，航空といった，エネル

ギーや国民経済のネットワークに関わる産業・部
門では，国有企業の多くが超大型の企業であり，
産業・部門の80%台から100%のシェアを維持し
ていた。

このうち，発電は，大手15社の全てが国有企業
（中央政府系11社，地方政府系 4 社）であった。
各地に地方政府が出資する補完的な電力会社が乱
立しているため，国有大手15社の全国シェアは
66％であるが，雑多な地方政府系企業を含めれば
国有企業は出力ベースで 9 割弱を占めているとみ
られる。一方，発電した電力を供給する送電に関
しては，中央政府系 2 社と地方政府系 1 社の 3 社
独占であった。

原油採掘や天然ガス採掘，原油処理，エチレン
生産は，中央政府系の 3 大石油メジャーを中心に，
地方政府系の国有石油企業 1 社と中央政府系の化
学企業 1 社がそれぞれに加わる形でほぼ独占して
いた。

通信は，固定電話，携帯電話とも中央政府系の
国有 3 社の独占であった。

石炭は，大手25社中，22社が国有企業であった。
中央政府系が 5 社，地方政府系が17社であり，地
方政府系の国有企業が多かった。大手25社の採掘
量の96％は国有企業によるものであったが，中小
の国有炭鉱や集体所有制の炭鉱が非常に多く，こ
れら国有大手22社の全国シェアは59％であった。
集体所有制炭鉱の採掘量は近年公表されなくなっ
たが，公表最終年の2011年のシェアは28.7％で
あった。合わせれば 9 割弱のシェアになるとみら
れる。

航空輸送は，旧民航系の国有 3 グループで75％
を占め，海南省と労働組合が支配する地方政府系
航空会社 1 社を加えれば全国シェアは88％に達し
ていた。

海運は，リース船などの商慣行が統計を攪乱す
るため，産業全体に占める国有企業のシェアの捕
捉は困難であるが，大手に限って分析すると，外
航は中央政府系 5 社と地方政府系 2 社が大手10社
の船腹の94％を占め，コンテナは中央政府系 3 社
と地方政府系 3 社で大手10社の船腹の89％を占め
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ていた。内航においても中央政府系 5 社と地方政
府系 3 社で大手10社の船腹の91％を占めていた。

⑵　「主要企業支配産業」
鉄鋼や銅，アルミ，アンモニウムといった，さ

まざまな産業に重要原材料を提供する素材産業
や，乗用車，建設，電子・情報などの「花形産業」，
造船などにおいては民間企業の著しい成長が観察
される一方で，大手においては国有企業が主導的
である状況が確認された。これらの産業では，国

有企業が大手の70%から90％程度のシェアを占め
るパターンが多数観察された。

例えば設備製造のなかの造船では，大手11社の
うち 5 社が国有企業であった。その全国シェアは
52％であったが，大手11社の生産量に占めるシェ
アは72％であった。

自動車（セダン車）の国有企業支配は特殊であっ
た。生産台数の82％を国有大手の 6 グループが占
めているが（中央政府系 3 グループ，地方政府系
3 グループ），その実際の担い手を見ると，国有

図32　公有企業による「瞰制高地」支配の状況（2015年）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

発電量（億kwh） 15社/15社
売電量（億kwh） 3社/ 3社
原油採掘量（万トン） 4社/ 4社
天然ガス採掘量（億㎥） 4社/ 4社
原油処理量（万トン） 5社/ 5社
エチレン生産量（万トン） 5社/ 5社
固定電話回線数（万回線） 3社/ 3社
携帯電話回線数（万回線） 3社/ 3社
石炭採掘量（万トン） 23社/25社
航空総輸送量（万トンkm） 4社/ 6社
竣工量（載貨重量トン） 5社/11社
乗用車生産台数（台） 8社/10社
セダン車生産台数（台） 8社/10社
半導体設計売上高（億元） 6社/10社
半導体製造売上高（億元） 5社/10社
建設業営業収入（億元） 16社/20社
粗鋼生産量（万トン） 16社/25社
冷延薄広幅帯鋼生産量（万トン）
めっき鋼板生産量（万トン）
電磁鋼生産量（万トン）
精錬銅生産量（万トン） 5社/ 7社
アルミ生産量（電解）（万トン） 5社/10社
苛性ソーダ生産能力（万トン） 4社/ 6社
アンモニウム生産量（万トン） 8社/10社
銀行資産（億元） 17社/20社
正味収入保険料（億元） 5社/ 7社
鉄道旅客輸送量（億人km） 1社/ 1社
鉄道貨物輸送量（億トンkm） 1社/ 1社
信書取扱量（億件） 1社/ 1社
速達宅配取扱量（億件） 1社/ 6社

公有大手

非公有大手

注１）企業数は大手公有企業数/調査した大手企業数
注２）軍需工業，探査設計，科学技術は詳細不明のため省略。海運は産業シェアの計算が困難
注３）国有企業，政府出資比率30％以上の銀行，集体所有制企業を公有企業とした
注４）鋼材は粗鋼生産量の大手25社について集計
出所）各産業の調査結果より作成
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大手 6 グループの生産台数の72％が外資との折半
出資の合弁会社によるものであった。これを含め
て，97％が外国技術を活用したものであった。た
だし，合弁の中国側の当事者は事実上大手の国有
企業に限定されていた。大手の国有企業数社が合
弁契約の独占を介して外資の技術という競争力の
源泉を独占する構造が続いていると考えてよい。

半導体では，生産において外資が活発に参入し
ている状況が観察された。大手10社のうち，国有
企業は 5 社であり（中央政府系 3 社，地方政府系
2 社），大手10社に占める国有企業のシェアは
44％であった。一方，設計においては国有企業や
集体所有の企業のシェアが高く，大手10社のうち
6 社が該当し，大手10社に占めるシェアは国有企
業だけで46％を占め，集体所有を含めれば86％に
達していた。

建設は総生産額ベースでみた場合の国有企業の
シェアは 3 割であったが，大手建設会社の多くは
国有企業であった。営業収入でみた場合の大手20
社のうち16社が国有企業であり（中央政府系 8 社，
地方政府系 8 社），上位20社に占めるシェアは
85%であった。

鉄鋼は民営製鉄所を含む多数の企業が乱立して
おり，民営の一部は粗鋼生産量が1000万トンを超
えるような大手製鉄所に成長していた。それでも
大手25社のうち16社は依然として国有企業であり

（中央政府系 3 社，地方政府系13社），大手25社に
おける国有企業のシェアは72％であった（全国
シェアは40％）。特に産業用の高級鋼材において
は国有企業が大きなシェアを占めていた。国有企
業が産業用鋼材を生産し，民営企業は建設用など
の汎用鋼材を生産する構造が形成されていた。

非鉄金属では，例えば精錬銅は，上位 7 社のう
ち 5 社が国有企業（中央政府系 2 社，地方政府系
3 社）であり，全国シェアは55％であったが，大
手 7 社に占めるシェアは88％であった。一方，電
解アルミは民営企業の参入や拡張が非常に活発で
あり，大手10社のうち国有企業は半数の 5 社であ
り（中央政府系 2 社，地方政府系 3 社），全国シェ
アは32％に過ぎず，上位10社に占めるシェアも半

数に満たない47％であった。
化学は，品目によって国有企業のシェアにばら

つきが大きいが，ソーダや化学肥料などでは国有
企業の影響力が大きく，ソーダでは上位 6 社のう
ち 4 社が国有企業であった（中央政府系 3 社，地
方政府系 1 社）。その全国シェアは31％であった
が，上位 6 社に占めるシェアは76％に及んでいた。
アンモニウムは大手10社のうち 8 社が国有企業で
あった（中央政府系 2 社，地方政府系 6 社）。そ
の全国シェアは28％であったが，大手10社に占め
るシェアは85％に及んでいた。

　
⑶　その他統制産業

国資委管轄外の 3 部門では，鉄道が旅客，貨物
とも中央政府系 1 社のほぼ独占状態であった。

郵便は信書が中央政府系 1 社の独占であった。
ただし，速達宅配は民営の大手企業の成長が著し
く，国有企業は 1 割程度のシェアにすぎなかった。

金融のうち，銀行は上位20行のうち政府が 3 分
の 1 以上出資するものが17行存在し，うち政府が
過半数出資するものは12行であった。総資産に占
める全国シェアはそれぞれ68％と58％であった。
また，政府が過半数出資する大手12行の総資産が
大手20行に占めるシェアは80％であり， 3 分の 1
以上出資する17行のシェアは94％に達していた。

保険は，保険業収入でみた場合の上位 7 社のう
ち，国有企業は 5 社を占めていた。国有大手 5 社
の全国シェアは45%であり，大手 7 社に占める
シェアは71%となっていた。

2015年の重要産業における公有企業の支配状況
を総括すると，以上の通りであった。おおむね重
要産業の支配が確保されていると考えてよい。

2 ．2010年から2015年にかけての支配状況の変化
では，重要産業における公有企業の支配状況は，

前号で調査した2010年から本号で調査した2015年
にかけて，どのように変化したのであろうか。「国
有経済の戦略的調整・改組」の完了の目標年次

（2010年）から，習近平政権が国有企業改革の大
幅な軌道修正を発表した転換点の年次（2015年）
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にかけての変化である。これについては，産業に
よって入手し得たデータの範囲や種類が両年で微
妙に異なっており，2010年版の結果と2015年版の
結果をそのまま対比することはできない。2015年
から調査を開始した産業も存在している。ここで
は両年次とも調査し得た産業のみを取り上げ，調
査企業数をより少ない年次に合わせて調整し直し
て検証してみた（表34）。

⑴　「国家統制産業」
国家が産業全体を統制する国家統制産業では，

2010年から2015年までの期間，基本的に公有企業

による支配が維持されていた。発電・送電や石油・
石油化学のうちの原油採掘と天然ガス採掘，通信，
航空輸送は，公有企業が産業全体を完全に支配し
続けているか，圧倒的なシェアをほぼ同一の水準
で維持していた。業界大手も，すべての企業また
は大半の企業が国有企業のままであった。

そうしたなかで，やや変化が見られたのは，石
油・石油化学の原油処理（ 7 ポイント減）とエチ
レン生産（ 9 ポイント減），石炭（12ポイント増）
であった。原油処理のシェアの低下は比較対象外
の大手国有企業（中国化工集団公司）が生産を拡
張したことに伴うものであり，エチレン生産の

表34　公有企業による「瞰制高地」支配状況の変化（2010-2015）

産業 調査指標
調査
大手

企業数

公有企業
企業数 対全国シェア 対大手シェア

2010年 2015年 2010年 2015年 2010年 2015年

発電
送電

発電量（億kwh） 12 12 12 62.3% 62.3% 100.0% 100.0%
売電量（億kwh） 3 － 3 － 96.4% － 100.0%

石油
石油化学

原油採掘量（万トン） 4 4 4 99.6% 100.0% 100.0% 100.0%
天然ガス採掘量（億㎥） 3 3 3 100.0% 98.7% 100.0% 100.0%
原油処理量（万トン） 5 5 5 94.0% 86.9% 100.0% 100.0%
エチレン生産量（万トン） 3 3 3 96.0% 87.3% 100.0% 100.0%

通信
固定電話回線数（万回線） 3 3 3 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
携帯電話回線数（万回線） 3 3 3 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

石炭 石炭採掘量（万トン） 25 22 23 48.8% 60.3% 94.5% 97.3%
航空 航空総輸送量（万トンkm） 6 4 4 90.5% 88.4% 97.4% 95.5%
造船 竣工量（載貨重量トン） 11 － 5 － 52.2% － 71.9%

自動車 セダン車生産台数（台） 10 8 8 84.5% 86.7% 89.7% 92.8%

電子情報
半導体設計売上高（億元） 10 － 5 － 19.2% － 46.0%
半導体製造売上高（億元） 10 － 5 － 30.8% － 43.9%

建設 建設業営業収入（億元） 15 14 11 24.0% 21.0% 97.4% 84.0%

鉄鋼

粗鋼生産量（万トン） 25 17 16 54.0% 39.6% 78.1% 71.7%
冷延薄広幅帯鋼生産量（万トン） 87.5% 74.6% 96.5% 91.4%
めっき鋼板生産量（万トン） 49.7% 36.3% 98.3% 96.9%
電磁鋼生産量（万トン） 85.6% 82.9% 99.3% 100.0%

非鉄金属
精錬銅生産量（万トン）　 7 5 5 60.1% 54.9% 86.9% 88.2%
アルミ生産量（電解）（万トン） 10 5 5 44.2% 32.0% 70.5% 47.4%

化学
苛性ソーダ生産能力（万トン） 6 4 4 36.4% 31.4% 76.9% 76.4%
アンモニウム生産量（万トン） 10 8 8 11.0% 27.6% 80.4% 85.3%

金融
銀行資産（億元） 20 16 17 74.3% 68.3% 93.2% 94.0%
正味収入保険料（億元） 7 － 5 － 44.6% － 70.7%

鉄道
鉄道旅客輸送量（億人km） 1 1 1 99.6% 99.5% 99.6% 100.0%
鉄道貨物輸送量（億トンkm） 1 1 1 93.8% 90.9% 93.8% 100.0%

郵政
信書取扱量（億件） 1 1 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
速達宅配取扱量（億件） 1 1 1 30.5% 10.2% 30.5% 14.2%

注）鋼材は粗鋼生産量の大手25社について集計
出所）筆者作成
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シェアの低下は比較対象外の大手国有企業（中国
兵器工業集団や神華集団，中煤集団など）のエチ
レン工場の本格稼働や民営企業（寧夏宝豊能源集
団有限公司）の参入によるものであった。石炭の
シェアの増加は石炭産業の再編による大手国有企
業の規模拡大の影響が大きい。

⑵　「主要企業支配産業」
また，国家が産業のなかの主要企業を統制する

主要企業支配産業においても，2010年から2015年
までの期間，基本的にその支配が維持されていた。
このうち，セダン車においては業界大手の民営企
業の生産規模縮小（セダンタイプから別タイプへ
の転換）によって国有企業のシェアがやや上昇し
ていた（ 3 ポイント増）。銅や苛性ソーダ，アン
モニウムなどの生産においては2010年とほぼ同水
準で業界大手における支配力が維持されていた。
鉄鋼は全国シェアを急速に低下させているが，大
手においては依然高いシェアを維持しており，特
に産業用の高級鋼材において高いシェアを維持し
続けていた。建設においても依然として業界大手
において高いシェアを維持していた。主要企業支
配産業のなかでシェアを大きく低下させていたの
はアルミで，民営企業の急成長によって業界大手
におけるシェアを71％から47％へと低下させてい
た。

⑶　その他統制産業
国資委管轄外の三産業は，支配状況に変化はな

かった。速達宅配が31％から14％へと引き続き
シェアを低下させていることが目立つ程度であ
る。鉄道は引き続き国家の支配下にあり，信書は
国家支配のままである。銀行も産業金融を担う大
手行は国有銀行のままであった。

以上が，1999年からの「国有経済の戦略的調整・
改組」によって進行した，国有企業の「瞰制高地」
支配戦略の到達点であった。

2012年に成立した習近平政権は，この到達点を
出発点としながら，2015年に国有企業改革の新た

なプランを提示し，国有企業改革の軌道修正を開
始した。それまでの改革によって蓄積された矛盾
の是正を試みる新たな改革プランの展開について
は 5 年から10年をスパンとしたデータを収集のう
え，改めて検証を進めなければならない。本号で
明らかにした2015年における国有企業の重要産業
支配の実態は，そのための前提として記録に値す
るであろう。
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